
 
 

                         基労保発第 0312003 号 

                         平 成 21 年 ３ 月 12 日 

 

都道府県労働局長 殿  

 

                               厚生労働省労働基準局労災補償部 

                       労 災 保 険 業 務 室 長 

 

 

  次期労働基準行政情報システム及び次期労災行政情報 

管理システムの概要について 

 

  標記については、平成 20 年 5 月 9 日付け基労保発第 0509001 号により通知

したところですが、今般、第Ⅱ期開発の概要について別添のとおり取りまと

めたのでお知らせします。 

ついては、この概要に対し意見・要望がある場合には、平成 21 年 4 月 24

日までに別紙により提出してください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

  次期労働基準行政情報システム及び次期労災行政情報管理シス

テムの第Ⅱ期開発についての概要に係る意見・要望 

                      （         ）局 

（注）意見・要望１件について１枚としてください。（意見・要望が無い場合にも、その   

旨提出してください。） 

<本件提出先> 

   労働基準局労災補償部労災保険業務室システム最適化推進室システム調整係 

    担当：虎澤、伊藤、渡邊 

    ＴＥＬ：０３－３９２０－３３１１（内線３２１，３２２）,ＦＡＸ：０３－３９２０－３３７２ 

【理由】 

【意見・要望】 

別紙様式 



次期労働基準行政情報システム

次期労災行政情報管理システム

第Ⅱ期開発概要版

平成21年3月

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局

労災補償部労災保 険業務室



日次

2.労災業務編

3.用語



はじめに

労働基準局は､｢電子政府構築計画｣(平成15年7月17日各府省情報化統括責任者(CIO)連絡

会議決定)の中で策定された｢レガシーシステム見直しのための厚生労働省行動計画(アクション･

プログラム)｣に基づき､労働基準行政情報システム(以下､｢現行基準システム｣という｡)及び労災

行政情報管理システム(以下､｢現行労災システム｣という｡)について､システム刷新の可能性を検

討するための外部専門家による業務分析､システム分析及び評価と刷新案の検討を実施した結果

を踏まえ､平成18年3月29日に｢監督･安全衛生等の業務･システム最適化計画｣及び｢労災保険給

付業務の業務･システム最適化計画｣を策定し､都道府県労働局あてに通知するとともに､厚生労

働省ホームページにおいて広く国民へ公表しているところですC

最適化計画における基準業務の業務･システムの最適化に当たっての基本理念は､①業務効

率化の観点から､投資対効果を踏まえたシステムの機能の拡充及び現状の業務処理プロセスの統

一化･合理化､(塾現行業務水準の維持を前提としたシステム費用節減､システムの整備･運用に必

要な各種資源-の効率的･効果的な投資､③IT(情報通信技術)の進展に応じた情報システムの

相互運用性､可搬性､拡張容易性の向上､(参安全性･信頼性の確保､⑤国民等のニーズに対応し

た使用者の利便性の向上を目指すとともに､⑥最適化後のシステムである労災保険給付業務シス

テムとの共通基盤を構築すること､となっていますO

-方､労災業務の業務･システムの最適化に当たっての基本理念は､予算効率の高い簡素な行

政体制の構築を目標とし､①業務の効率化･合理化､②職員の利便性の維持･向上､③安全性･信

頼性の確保､④経費削減､⑤最適化後の監督･安全衛生等システムとの共通基盤の整備､となっ

ています｡

上記の最適化計画の内容を踏まえ､最適化後のシステムである次期労働基準行政情報システ

ム及び次期労災行政情報管理システム(以下､｢次期基準労災システム｣という)の開発においては､

基盤を共通化し､基準労災共通機能及び現行基準システム機能を開発する第 Ⅰ期開発(目標時

期:平成20年度中)と､HOSTをオープン化し､現行の基準及び労災システムからの新規･追加機能

を開発する第Ⅱ期開発(目標時期:平成22年度末)の2.段階に分けて実施します｡

本書は､ ｢監督･安全衛生等の業務･システム最適化計画｣及び｢労災保険給付業務の業務･シ

ステム最適化計画｣に基づく第Ⅱ期開発において､追加･変更となる機能についての概要を取りま

とめたものです｡

なお､本書における画面イメージは開発中のものであり､今後､変更の可能性があること及び本

書で示した機能については､今後の詳細検討により一部変更される可能性があることにご留意願い

ます｡



基準業務編



1基準業務編

基準業務

｢第Ⅱ期開発｣では､現行基準システムからの機能の追加･拡充を予定しており､その設計を
進めているところですQ
以下に､次期基準労災システムの｢第Ⅱ期開発｣におけるポイントを記載します｡

(1)相談情報管理

次期基準労災システムにおける相談情報管理では､｢相談情報のデータベース化｣

｢音声自動応答による相談対応｣｢定型統計処理機能の導入｣を実施することにより､業

務の効率化を図ります｡

ア相談情報のデータベース化

相談業務においては､これまで紙で管理していた相談情報をデータベース化し

ます｡これにより､相談対応時の過去の相談情報をデータベースから検索･参照

することができます｡

また､相談票をOCR帳票化することにより､システム入力を一部簡略化します｡

イ音声自動応答による情報提供対応

電話での簡単な問い合わせに対して､24時間365日対応可能な音声自動応答

対応機能を構築することで､国民の利便性を図るとともに､従来職員が対応して

いた監督署や労働局-の電話問い合わせ対応の負荷が軽減されますO

壬お堂慈｢幸吉白副rさ:汰

図1-1次期の相談業務(音声自動応答を利用した情報提供)



ウ定型統計処理

相談情報をデータベース化することにより､定型統計処理が可能となり､相談者

に関する事項や事業場に関する事項等の統計情報を参照することができます｡

工機能一覧

相談情報管理における機能一覧は以下の通りです｡

表1-1相談情報管理の機能一覧

機能 機能概要

音声自動応答 ● 受付を自動で行い､音声案内により､単純な電話問合せに応答します○

●24時間365日稼動します○(メンテナンスのための停止時間は除きます)

相談情報登録 ● 相談内容及び回答内容を相談情報としてデータベ-スに登録しますO

● 登録した相談情報は､相談の内容により区分し登録しますD

4 相談情報を更新.削除しますO

相談情報検索 ● 相談年月日等の検索条件を指定して､デ-タベースから相談情報を検索しますo

● 検索結果から､相談内容等の詳細情報を参照しますo

+ 相談日報等を作成します.

● 検索結果を表計算ソフトウエアに出力します○

相談情報印刷 ● 相談情報､相談情報一覧等の帳票を印刷しますo

他サブシステム連携 ● 事業場基本情報等他のサブシステムと連携しますO

定型統計処理 ● バッチ処理によって集計された､以下の統計情報を参照します○

相談者に関する事項

相談の内容.相談の区分.処理結果



(2)申告情報管理

次期基準労災システムにおける申告情報管理では､｢申告処理台帳 ･申告処理台

帳索引簿等のデータベース化｣｢定期報告集計機能の導入｣｢定型統計処理機能の導

入｣を実施することにより､業務の効率化を図ります｡

図1-2 申告処理における業務フロー イメージ

6



ア 申告処理台帳･申告処理台帳索引簿等のデータベース化

申告処理業務においては､申告処理台帳の作成機能を構築し､現在､紙で管

理している申告処理台帳･申告処理台帳索引簿等の情報をデータベース化しま

すOこれにより､申告処理台帳等の検索等が容易になるとともに､各自が申告処

理業務の状況を把握することができるため､申告処理を実施する際に､効率的に

業務を行えるようになります｡

また､移送対象の場合､移送先監督署に申告処理台帳のデータを移送すること

ができますO

イ定期報告集計機能

申告情報管理における定期報告集計機能では､報告例規(定期報告)の｢監

401申告処理状況報告｣の定期報告作成時に､データベースで管理されている

申告処理件数を自動集計することができます｡また､｢監406賃金不払事件､貯

蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状況報告｣の定期報告作成時に､

データベースで管理されている､事件件数､不払賃金種別､不払金額､解決件
数､金額等の管理項目を自動集計することができます｡

これにより､職員の定期報告に係る集計業務の負担が軽減されると共に､集計

誤り防止にもつながりますD

ウ定型統計処理機能

申告情報管理における定型統計処理機能では､データベースで管理されてい

る､申告内容に関する事項､事業場に関する事項､申告者に関する事項等から､

申告に係る統計情報を取得･参照することができます｡



エ機能一覧

申告情報管理における機能一覧は以下の通りです｡

表1-2 申告情報管理の機能一覧

機能 機能概要

申告内容登録 ● 申告内容を申告処理台帳としてデータベースに登録しますD

● 申告処理台帳付表の内容を申告処理台帳としてデータベースに登録します○

● 申告処理台帳(申告内容)及び申告処理台帳付表を更新.削除します○

● 申告事案を分類して登録します8

● 相談から申告受理を行った場合､相談システムの情報を使用して登録しますo

申告処理経過登録 ● 申告の処理経過を申告処理台帳続紙としてデータベースに登録しますo

● 申告の処理経過内容を更新､削除します.

● 登録した処理経過の内容に関して､それぞれ決裁しますo

申告処理台帳検索 + 相談年月日等の検索条件を指定して､データベ-スから相談情報を検索しますo

● 申告受理年月日や､関連付けされた他サブシステム情報､分類された申告事案等を検

索条件としてデータベースより検索しますC

● 検索結果から申告内容等の詳細情報を参照しますO

申告処理台帳印刷 ● 申告処理台帳､申告処理台帳続紙､申告処理台帳付表(その1)､申告処理台帳付表

(その2)､申告処理台帳索引時等を印刷しますO

申告処理台帳移送 ● 申告処理が移送対象の場合､移送先に申告処理台帳データの移送が行え､かつ､移

送元にも､移送時の申告処理台帳データを残しますo

● 移送元監督署から移送先監督署に移送した旨を､通達.事務連絡システムを用いて通知します○

定期報告集計 ● 報告例規(定期報告)の｢監401申告処理状況報告｣の定期報告作成時に､データベースで管理されている申告処理件数を自動集計します○また､｢監406賃金不払事件､貯

蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状況報告｣の定期報告作成時に､データ

ベースで管理している､事件件数､不払賃金種別､不払金額､解決件数､金額等の管

理項目を自動集計しますo

定型統計 ● バッチ処理によって集計された､以下の統計情報を参照しますQ

･ 申告事案に関する事項

･事業場に関する事項

･ 申告者に関する事項



(3)未払賃金立替払情報管理
次期基準労災システムにおける未払賃金立替払情報管理では､認定及び確認 台

帳や認定 ･確認復命書等の作成機能を構築し､｢認定及び確認台帳等のデータベー

ス化｣｢定期報告集計機能の導入｣｢定型統計処理機能の導入｣を実施することにより､

業務の効率化を図ります｡

認定処理業務

認定申請書受理

認定及び確認台帳作成

認定処理経過入力

決裁(署長､次長､
方面主任･課長)

認定復命書入力

決裁情報の入力

認定復命書等の印刷

書類-式の編綴

･認定申請内容を認定及び確認台帳としてデータベー
スに登録
･申告システムの情報を参照しながら入力可能

･認定申請を移送した場合､移送元に認定及び確認台帳
データを残すことが可能
･移送先に移送した旨を､通達･事務連絡システムを用いて
通知が可能

･申告処理台帳続紙にデータベース登録する
･認定処理経過内容の削除､更新ができる

･データベースへの登録のメッセージが表示される

Ir認定復命書｣｢認定通知書J｢認定事業場通知書｣｢不
認定通知書｣｢認定及び確認台帳｣｢申告処理台帳続紙｣

･｢認定復命書｣｢認定通知書｣｢認定事業場通知書｣｢不
認定通知書｣｢認定及び確認台帳｣｢申告処理台帳続紙｣
等

図1-3認定処理における業務フロー イメージ
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確認処理業務

確認申請書受理

認定及び確認台帳作成

確認処理経過入力

決裁(署長､次長､
方面主任･課長)

決裁情報の入力

確認復命書等の印刷

手短一式の編績

･確認申請内容を認定及び確認台帳としてデータベー
スに登婁嘉
･申告システムの情報を参照しながら入力可能

･確認申請を移送した場合､移送元に認定及び確認台帳
データを残すことが可能
･移送先に移送した旨を､通達･事務連絡システムを用いて
通知が可能

･申告処理台帳続紙にデータベース登録する
･確認処理経過内容の削除､更新ができる

･データベ-スへの登珠のメッセージが表示される

イ確認復命書｣｢確認通知書｣｢倒産事案確認事業場関係書
類送付書｣｢未払賃金の立替払に係る確認について｣｢不確
認通知書｣｢認定及び確認台帳｣｢申告処理台帳続紙｣

･｢確認復命書｣｢確認通知書｣｢倒産事案確認事業場関係書
類送付書｣｢未払賃金の立替払に係る確認について｣｢不確
認通知書｣｢認定及び確認台帳｣｢申告処理台帳続紙｣等

図1-4確認処理における業務フロー イメージ
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ア認定及び確認台帳等のデータベース化

未払賃金立替払情報管理においては､認定及び確認台帳等の作成機能を構

築し､現在､紙で管理している認定及び確認台帳等をデータベース化します｡

これにより､情報の検索等が容易になるとともに､各自が未払賃金立替払業務

の処理状況を把握することができるため､未払賃金立替払業務を実施する際に､

効率的に業務処理を行えるようになりますO

なお､データベース化にともない､未払賃金の立替払金額の計算等もシステム

で自動的に行われるため､職員の負荷が軽滅されるとともに､計算誤りの防止に

もなりますo

また､支店や工場等を管轄する監督署に認定決定した旨が通達･事務連絡機

能を用いて通知されます｡

イ定期報告集計機能

未払賃金立替払情報管理における定期報告集計機能では､報告例規(定期報

告)にて｢監406賃金不払事件､貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状

況報告｣の定期報告作成時に､データベースで管理されている認定及び確認台

帳等の情報から賃金不払件数､労働者数､金額等を自動集計することができま

す｡また､報告例規(定期報告)にて｢監405許可及び認定等件数調｣の定期報

告作成時に､データベースで管理されている認定及び確認台帳等の情報から認

定件数､確認件数等を自動集計することができます｡

これにより､職員の定期報告に係る集計業務の負担が軽減されると共に､集計

誤り防止につながります｡

ウ定型統計処理機能

未払賃金立替払情報管理における定型統計処理では､データベースで管理さ

れている金額に関する事項､事業場に関する事項等から､未払賃金立替払に関

する統計情報を取得･参照することができます｡
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エ機能一覧

未払賃金立替払情報管理における機能一覧は以下の通りです｡

表1-3未払賃金立替払情報管理の機能一覧(1/3)

機能 機能概要

認定申請内容登録 ● 認定申請書の内容を認定及び確認台帳のデータベースに登録しますら

● 認定申請書の内容を更新.削除しますQ

● 申告処理台帳の情報を利用した入力､申告処理台帳と関連付けて登録します○

● 支社､工場等の所在地を管轄する監督署を登録しますo

認定結果登録 ● 認定決定情報を登録します○

● 認定決定した場合､登録した支社､工場等の所在地を管轄する監督署に､認定決定し

た旨を通達.事務連絡機能により､通知します○

● 認定.不認定決定された本社(実質的本社)の支社､工場等の所在地を管轄する監督

署にて､認定及び確認台帳のデータベースに認定情報を登録します○

● 不正受給であることを把握した場合､不正種別､不正受給対応に係る帳票の交付年月

日等を登録しますQ

確認申請内容登録 4 確認申請奉の内容を認定及び確認台帳のデータベースに登録しますa

● 確認申請書の内容を更新.削除します○

● 認定申請の情報と関連付けて登録します.

確認結果登録 ● 確認決定情報を登録します○

● ｢独立行政法人労働者健康福祉機構｣より立替払の完了通知が行われたことを登録し
ますo

● 不正受給であることを把握した場合､不正種別,不正受給対応に係る帳票の交付年月

日等を登録します○

認定及び確認台帳検索 ● 他サブシステム連携で関連付いた情報や氏名､住所､事業場情報等を条件として､

データベ-スより､認定及び確認台帳等を検索しますD

● 認定申請に関する検索結果の一覧を表示しますo

● 確認申請に関する検索結果の一覧を表示しますO

● 検索結果から認定.確認申請内容等それぞれの詳細情報を参照します凸

認定及び確認台帳印刷 ● 認定申請に関する検索結果の一覧を印刷します○

● 確認申請に関する検索結果の一覧を印刷しますO

● 認定及び確認台帳(一覧)､認定復命苦､認定事業場通知書､認定通知書､不認定通

知書､確認復命書､確認復命苦/確認通知書(控)､未払賃金の立替払請求書/確認

通知書､未払賃金の立替払請求書(控)/確認通知書(控)､不確認通知書､未払賃金

立替私に係る確認について､未払賃金立替払に係る確認の通知及び来署のお願いに

ついて､認定申請に係る決定について､倒産事案確認事業場関係書頬送付書､認定

事業場に係る情報提供について､未払賃金立替払金海外送金申請春等の帳票を印刷

します○

● 関係機関に照会を行う場合､取引状況等について(照会)､取引状況等について(回
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表1-3未払賃金立替払情報管理の機能一覧(2/3)

機能 機能概要

認定申請書/確認申請 ● 認定申請書/確認申請書が移送対象の場合､移送先監督署に認定申請情報/確認

書移送 申請情報及び申告処理情報を移送しますo

● 移送先監督署で認定処理が終了した場合､移送元監督署でも移送した認定申請書の

処理を終了できるよう､認定通知書の写しを受領した時点等の契機で認定及び確認台

帳等の終了処理情報を登録しますC

● 移送元監督署から移送先監督署-移送した旨を､通達.事務連絡機能により､移送先

監督署に通知します○

調査依掃登録 ● 他の監督署-の調査依頼を登録しますo

● 調査依頼元監督署から調査依頼先監督署-調査依頼登録した旨を､通達.事務連絡

機能により､調査依頼先監督署に通知しますo

● 調査を依頼された監督署にて､調査内容を登録しますO● 調査依頼先で登録した調査内容を､調査依頼元で確認します○

認定に開通する申告処理情報登録 ● 認定に関連する申告処理情報をデータベースに登録しますO● 認定に関連する申告処理情報を申告処理台帳及び申告処理台帳付表のデータベース

に登録します○

● 認定に関連する申告処理情報を更新.削除します○

認定処理経過登録 + 認定に係る処理経過を処理経過情報としてデータベースに登録しますQ

● 認定に係る処理経過を更新.削除しますo

● 登録した処理経過の内容に関して､それぞれ決裁を行います○

● 登録した処理経過内容を申告処理台帳読経として印刷しますo

認定に関連する申告処 ● 申告受理年月日､関連付けされた他サブシステムが保有する情報等を検索条件として､

理情報検索 データベースから検索しますo

● 検索結果から関連する申告処理内容等の詳細情報を参照しますo

認定に関連する申告処 ● 認定に関連する申告処理台帳､申告処理台帳続紙､申告処理台帳付表(その1)､申告

理台帳印刷 処理台帳付表(その2)等を印刷します○

確認処理経過登録 ● 確認に係る処理経過を処理経過情報としてデータベースに登録しますO

● 確認に係る処理経過を更新一削除しますo

● 登録した処理経過の内容に関して,それぞれ決裁を行いますO

● 登録した処理経過内容を申告処理台帳続紙として印刷しますo

確認に関連する申告処 ● 申告受理年月日､関連付けされた他サブシステムが保有する情報等を検索条件として､

理情報検索 データベースから検索しますC
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表1-3未払賃金立替払情報管理の機能一覧(3/3)

機能 機能概要

確認に関連する申告処 ● 確認に関連する申告処理台帳､申告処理台帳続紙､申告処理台帳付表(その1)､申告

理台帳印刷 処理台帳付表(その2)等を印刷しますo

不正受給対応に関連す ● 未払賃金の立替払に係る認定の取消しについて､未払賃金の立替弘に係る確認の取

る帳票印刷 消しについて､未払賃金の立替払に係る確認の変更について､未払賃金の立替払に

おける不正受給に係る返還命令書､未払賃金の立替払における不正受給に係る連帯

返還命令書､未払賃金の立替払における不正受給に係る納付命令書､未払賃金の立

替払における不正受給に係る連帯納付命令書等を印刷しますo

定期報告集計 ● 報告例規(定期報告)にて｢監406賃金不払事件､貯蓄金返還不能事件及び工賃不払

事件処理状況報告｣の定期報告作成時に､データベースで管理されている認定及び確

認台帳等の情報から賃金不払件数､労働者数､金額等を自動集計しますo

● 報告例規(定期報告)にて｢監405許可及び認定等件数調｣の定期報告作成時に､

データべ-スで管理されている認定及び確認台帳等の情報から認定件数､確認件数

等を自動集計しますo

定型統計処理 ● バッチ処理によって集計された､以下の統計情報を参照します○

･ 金額に関する事項

認定.確認の処理区分.処理期間等

･ 事業場に関する事項

電子申請情報連携 ● 電子申請された認定､確認申請書の電子申請情報を利用して認定及び確認台帳等-
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(4)特定機械等管理

ア対象となる特定機械等の追加

次期基準労災システムにおける特定機械等管理では､現行の特定機械等管理

で管理されている

○移動式クレーン

○ゴンドラ

に加えてさらに以下の特定機械等についても同様にシステム管理を行う対象とし
て追加します｡

○ボイラー

○移動式ボイラー

〇第一種圧力容器

○クレーン

○デリック

○エレベーター

○建設用リフト

これらの特定機械等をシステムの管理対象とすることにより､製造許可情報､設置事

業場情報､特定機械情報､検査情報､及び届出･報告等情報等を管理することが可能

となります｡これにより､現在､紙媒体で管理している検査台帳等のデータベース化､

プリンタでの検査証作成が可能となります｡

イ定期報告集計機能

特定機械等管理における定期報告集計機能では､報告例規(定期報告)の｢安

402特定機械等設置状況報告｣の定期報告作成時に､データベースで管理され

ている特定機械等設置件数を自動集計することが出来ます｡また､｢安衛407計

画の届出審査結果報告､安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告｣の定期報

告作成時に､データベースで管理されている管理項目を自動集計することができ

ます｡

これにより､職員の定期報告に係る集計業務の負担が軽減されると共に､集計

誤り防止にもつながります｡

り定型統計処理機能

特定機械等管理における入力された特定機械等情報をもとに定型統計処理機

能において､特定機械等管理にて集計可能な項目についての自動集計､登録･

参照を行えるようにし､業務の簡素化を図ります｡
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(5)事業場情報サービス
次期基準労災システムにおける事業場情報サービスにおいては､職員ポータルで

表示可能な事業場情報検索ポートレット､最近参照した事業場情報ポートレットから､

参照したい事業場を選択することで表示することができます｡

事業場情報サービスは､事業場と関連する複数の情報のポートレットにより構成され

事業場に関する情報を

一元的に表示することができ､事業場情報を効率的に把握することが可能となります｡

また､臨検監督や安全衛生指導時等に､必要な情報の帳票を一括して印刷する

ポートレットも備えており､事業場の情報把握を容易に行えますo

図1-5事業場情報サービス イメージ
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(6)申請書作成支援機能

ア帳票ダウンロード機能

帳票ダウンロード機能により､Web上で帳票のダウンロードが可能となりますo申

請者が自宅等のパソコンから申請書を印書することが可能となることにより､局署

-所定の申請書を受領しに行く負担を軽減します｡

帳票ダウンロード機能のイメージ

イ黒枠帳票対応

次期基準労災システムにおいては､OCR帳票を､これまで赤系色で印字した枠

(ドロップアウトカラー枠)で構成されている帳票に加え､白黒印字により構成される

｢黒枠帳票｣もOCR読取が可能となりますO

汎用紙に印刷された｢黒枠帳票｣のOCR読取を可能とすることで､モノクロプリン

タしか持たない申請者でも､申請書作成支援機能を利用することが可能となります｡
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(7)定型的な資料作成支援

次期基準労災システムにおいて管理している情報から､繰り返し利用する情報につ
いて簡単にその情報の取得･閲覧が可能となります｡
定型的な資料作成支援の対象として､地方労働基準監察資料の作成について実施
します｡

資料作成支援によって作成した資料は､監察以外にも､行政運営方針策定時の行
政課題の抽出や監督･安全衛生業務計画作成時の重点対象業務の設定等にも利用

することができます｡

引 曲 tk乗 l ウ 元はすや軸直しは-ム匝亘:コ - .】 N - t⊂ :]/1日 qIlS デ切 脚 長荒q

｢ - 1 -B I U- 1 ,.:".:.億1畠}-,lA-Lロlk-L_一一一一∠-
ir T1-i-~Ai<'1 l

G)如 し __- 1
屯 挿入 L払 交換

E3テ-t'j畏_ブル qコ卓正テープルー■DE)スタブ=⊃フォーム 軍 票 h . J - . .[
日チV-ト書黒

日uA挿チt,-ト岨匹鎚 l▲一一菩 工 =至 芸畳ま翌歪京訂実 書言買貰
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図1-6定型的な資料作成支援画面イメージ
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(8)安全衛生業務計画作成支援
ア 安全衛生計画作成支援機能の構築

これまで､監督業務に関しては計画作成時の支援システムが構築されていました

が､次期基準労災システムでは､安全衛生業務に関する業務計画作成機能､実

績管理機能等が構築されます｡これにより､過去の実績を把握する等の情報共有

を行い､業務の効率化を図りますO

安全衛生業務計画作成支援では､指導実施率､合計等の計算が必要な項目に

関しては､自動で計算を行い､画面及び帳票に出力が可能となります｡

以下の図1-8は､現在すでにシステム化されている監督指導計画作成支援機能

の画面ですが､ほぼ同様の画面･機能が安全衛生業務についても構築されます｡

図1-8現行監督指導計画作成支援機能の画面
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労災業務編

21



2労災業務編

平成22年度未までに稼働を予定している｢第Ⅱ期開発｣においては､以下のように､HOST
(業務処理用電子計算機)をオープン化(仕様を公開し､標準化すること)し､次期基準労災シ

ステムにおける｢基準労災データベースサーバ｣として､次期基準労災システムの共通基盤上に

設置しますO

さらに､これまで､｢短期給付一元管理システム(台帳)｣や｢年金･一時金システム(台帳)｣等､

HOSTによる各サブシステム毎で構築されていた給付データを一元化します｡

第

Ⅱ
期
開
発
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｢第Ⅱ期開発｣において新たに設計･開発することにより現行より変更されることが見込まれる
機能等と労災給付における基本的な業務フローの関連について次表に示します｡
さらに､各業務(機能)の主要な変更点については､後述の章節における記載のとおりとなっ

ていますO

表2-1｢第Ⅱ期開発｣において主に追加･変更される業務機能と業務フローの関連(1/2)

業務フロー 主に追加.変更される業務名 機能等

申請 申請書作成支援 ･申請書作成支援･帳票ダウンロード･帳票の汎用紙化･黒枠帳票対応･複写帳票の廃止･OCR読取精度向上対策

受付 Clientアプリケーション機能 ･FatClientからの業務情報入力･ThinClientからの業務情報入力･仮登録機能

添付書類管理 ･添付書類管理

内容審査 適正給付対策 ･適正給付対策

･障害等級認定支援
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表2-1｢第Ⅱ期開発｣において主に追加･変更される業務機能と業務フローの関連(2/2)

業務フロー 主に追加.変更される業務名 機能等

ll(不)支給決定 Clientアプリケーション機能 一FatClientからの業務情報入力･ThinClientからの業務情報入力･仮登録機能

添付書類管理 ･添付書類管理

支出決定

支払管理等 ･本省払い支払 ･債権管理

運用 配信リスト出力管理 ･配 信 リスト出力
認証.認可 ･権限認可･不正受給防止
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(1)申請書作成支援機能

ア 帳票ダウンロード機能

帳票ダウンロード機能により､Web上で帳票のダウンロードが可能となりますo申請者

が自宅等のパソコンから申請書を印書することが可能となることにより､局署-所定の申

請書を受領しに行く負担を軽減しますo

本省(霞ヶ関)三≡≡≡≡き 帳票 J≡主≡三三≡主三三主王監≡≡喜喜 書芸≡蓋

図2-2 帳票ダウンロード機能のイメージ
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イ 帳票の様式について

次期基準労災システムにおいては､通知書(はがき)､手帳等の特殊帳票を除いて､

原則として複写帳票､連続用紙等の専用紙は使用せず､各種帳票は汎用紙を用いるこ

ととします｡また､本省及び局署における帳票の管理に係る作業の軽減を図ります｡なお､

現行労災システムで使用しているOCR帳票は､次期基準労災システムにおいても入力

することが可能ですO

また､OCR帳票を､これまで赤系色及び黄系色で印字した枠(ドロップアウトカラー枠)

で構成されている帳票に加え､白黒印字により構成される｢黒枠帳票｣もOCR読取が可

能となりますO

汎用紙に印刷された｢黒枠帳票｣のOCR読取を可能とすることで､モノクロプリンタしか

持たない申請者でも､申請書作成支援機能を利用することが可能となります｡

ウ OCR入力の読取精度向上

次期基準労災システムのOCR入力では､OCR読取認識処理(以下｢OCR認識｣とい

う)で､｢知識辞書による認識処理｣及び｢郵便番号辞書による認識処理｣の認識結果を

作成して優先判定を行うことにより､OCR入力の読取精度が向上します｡

知識辞書による認識処理は､文字認識結果を知識辞書(住所辞書､姓辞書及び名辞

書)と突合し､誤読を判別する処理ですO

郵便番号辞書による認識処理は､文字認識結果の郵便番号を元に､郵便番号辞書

から住所を取得する処理です｡
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(2)Cllentアプリケーション機能

ア FatClient端末からの業務情報入力

FatCllent端末は､現行労災システムと同様にOCR入力による業務情報の入力が可

能ですが､これまでのOCR入力画面とは異なり､画面左側にOCR帳票イメージ､右側に

OCR認識結果というように同一画面上に表示することが可能となり､OCR入力時の確認

や修正作業の効率化が図れますoまた､OCR入力画面では､OCR認識結果の項目を選

択すると､左側の帳票イメージ上の該当箇所に枠が表示され､容易に判別できます｡画

面上部には枠内の帳票イメージが拡大表示されます｡
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5午■TA.A Ii! 一暮lD I . . , .. . .

!川 0 000750 l■. lTー∈lg_ I ._._1. .
i.;蛸S I 帯●I丘3∋ 7.2もflS階 調顎 l.F翫 着 I ■一一1- I3 促だ: I
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図2-3 FatClient端末のOCR入力画面イメージ
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イ ThinClient端末(自席端末)からの業務情報入力

これまで現行労災システムにおいてOCR(次期基準労災システムにおけるFatCllent

端末)からのみ可能であった帳票の登録や決議等の更新を伴う業務について､｢仮登録

機能｣を用いることにより､FatCllent端末の混雑時等にはThinCllent端末(自席端末)か

ら当該業務の一部を行うことが可能となります｡

仮登録機能は､FatCllent端末からOCR入力してシステムに｢仮｣登録した情報を､

ThlnCllent端末で内容確認後､｢本｣登録を行う一連の機能ですQ仮登録した情報は職

員ポータルにて職員に通知され､労災未処理情報表示ポートレット及び仮登録oCR帳

票一覧画面から該当帳票の入力画面を呼び出すことができます｡

[亘≡ヨ' tIAl一夕●■■●■■■ 且 志士.▲ ++.[≡ ≡]巨]誉 触･巨] 誌ー'ル

･-⊂三重コ--..-....

r い て亨i二言テ｢ t

:= 匡 ] ^" [ = 二言

⑨JEdの完Tt

ヽ ◆-十I

'LAPJb喜サーバ

図2-4 ThinClient端末(自席端末)からの業務情報入力イメージ
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(3)添付書類管理

これまで現行労災システムにおいては紙で保存されていた添付書類を､次期基準労災シス

テムでは電子ファイル化して保存することも可能となります｡当該電子ファイルを画面上で閲覧

することができ､必要に応じて印刷することも可能です｡

oCR帳票と添付書類は自動的に紐付けさせることが可能です｡ocR帳票とその添付書類を

合わせてOCRスキャナにセットし､FatCllent端末からOCR入力を行うと､添付書類は直前に入

力したOCR帳票に自動的に紐付けされます｡

帳票のセット順

図2-5帳票のセット順と紐付けの関係イメージ
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添付書類は､後から追加することも可能です｡

職員は､FatCllent端末のOCRスキャナから入力することにより､添付書類を電子ファイル化

し､ThinCllent端末にて当該電子ファイルを対象データの添付書類として紐付けを行いますD

添付書類は､削除することも可能ですD

また､電子ファイルを添付書類とすることも可能です｡

OCR帳票

グループA

OCR帳票

グループB

OCR帳票

グループC

図2-6添付書類の追加･削除イメージ
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(4)適正給付対策

次期基準労災システムでは､適正給付管理対象者情報や症状照会状況について新規に

システム化することにより､現行労災システムの機能に加え､適正給付管理対象者の検索

や､適正給付管理における調査(以下｢症状照会｣という)にかかる履歴の管理･閲覧､照会

文書等の作成 ､および適正給付管理にかかる報告資料等の作成が可能となります｡

ア 検索機能

症状照会等にかかる入力データや､労災保険給付等にて取得したデータを検索条件とし

て､適正給付管理対象者の検索を行うことが可能となりますO

適正給付管理対象者ごとの担当者欄に入力を行うことで､職員が自らの担当する適正給

付管理対象者を容易に識別することが可能となり､担当者の異動などの際には､担当者欄に

ついて､一括して変更登録することもできます｡

体*Jml 揖当書 △

図2-7適正給付管理対象者 照会画面イメージ
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イ 症状照会履歴等の管理･閲覧

症状照会や回答文書等にかかるイメージファイルや調査結果復命書等の登録入力を

あらかじめ行うことで､端末の画面上で､それらの症状照会の履歴について､閲覧する

ことができます｡

図2-9適正給付管理対象者 症状照会事跡情報編集画面イメージ
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ウ 照会文書等の作成支援機能について

照会文書等(｢傷病の状態等に関する届書の提出について｣など)を､印刷することが可能と

なります｡印字内容については､請求書等から取得したデータを利用することで､職員が記入

等を行う業務が軽減されます｡

出力の方法は､適正給付管理対象者一人について個別に出力する方法と､検索で該当した

適正給付管理対象者について一括して出力する方法の2つの方法が可能です｡

回 13001 (#)芳郎 土 13ー01222222--㈱ S30L10.20□ 13002 被災tt(操) 13101333333-00 S26_05.20 年月日 氏名 EHEq肌 担当者 II壬内容 印Bl盛:::≡: 芸 …≡ …:≡≡ 芸 =:"" 二:≡:;;E3
回 13CO3 管理社(掛 13101444444-M S24.03.20

図2-10症状照会関連文書 一括印刷画面イメージ

エ 報告資料等の作成支援機能について

｢適正給付管理対象者推移状況表｣等にかかる資料データを作成､閲覧､印字することがで

きます｡

オ その他

適正給付管理対象者について､毎月､新規対象者､1年経過者等の条件にて適正給付管

理対象者一覧データが作成され､当該一覧データが作成されたことを｢職員ポータル｣で､職

員に通知することができます｡
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(5)障害等級認定支援機能について

現行基準システム上の｢障害等級認定支援機能｣は手指の障害のみを対象としていますが､

次期基準労災システムにおいては､対象範囲を拡充しますo

ア 障害等級認定支援機能を実現することにより想定される業務の流れ

①職員は部位及び系列ごとの障害の状態を､｢障害等親認定支援機能｣から入力条

件を選択･変更することによって､当該障害の障害状態を入力します｡

②次期基準労災システムでは､障害等級表上にない組み合せで､かつ同一系列に

属する2以上の障害がある場合には､準用等級を自動で算出し､併せて､序列の

判断についての判断結果を表示します｡

③職員は､画面表示された準用等級や序列の判断結果についての情報を確認し､

必要に応じて修正を行うこともできます｡

④次期基準労災システムでは､併合等級についても算出し､画面に表示しますCさら

に､｢障害認定必携｣に記述されている例外的なパターンについても､入力条件か

ら判断できるものについては併合等級を算出しますo

⑤次期基準労災システムでは､参考等級を算出し､算出された参考等級に応じ､参

考給付日数や参考給付額を画面に表示しますC

⑥次期基準労災システムでは､参考等級や参考給付額及び特記事項等について､

障害等級算出レポートとしてファイルに出力することもできますo

イ その他

障害等級表や､障害等級に応じ規定されている障害(補償)給付(障害特別支給金)

の額を表示することで､支給決定額等を確認する業務の補助となります｡
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(6)支払管理等(本省払い)

現在､都道府県労働局及び労働基準監督署で行っている休業(補償)給付等の保険

給付の支払業務については､診療費や年金の支払と同様に支払業務を本省に集約す

ることにより､局署の業務の軽減化を図ります｡

なお､支払業務の本省集約化の範囲､支払頻度､支払振込通知書の送付方法等の

運用の詳細については現在検討しています｡
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(7)配信リスト出力管理

ア 概要

第 Ⅰ期開発で実現する配信帳票の検索･印書と同等の機能を保有することに加え､第Ⅱ期

開発では､特定の配信リストを画面やプリンタに出力する際に､出力形式としてCSVを選択する

ことにより､CSV形式での配信リスト出力が可能となります｡

自動配信では､日次等のバッチ処理で作成される配信帳票のうち､現行労災システムで自

動配信に分類される自局署宛の配信帳票がOCR専用プリンタに自動的に出力されます｡使用

する用紙が専用紙の場合､又は汎用紙か専用紙を選択可能な場合は､自動配信がある旨を

画面に表示して､職員が印刷指示を行いますo

コマンド配信では､日次等のバッチ処理で作成される配信帳票のうち､現行労災システムで

コマンド配信に分類される自局署宛の配信帳票が､職員の指示を契機に画面やプリンタに出

力されます｡また､あらかじめ定めた特定の帳票については､出力形式にCSVファイルを選択

することにより､CSV形式での出力が可能となります｡

イ 出力管理

FatCllent端末からの印刷はOCR専用プリンタで実行し､ThュnCllent端末からの印刷は汎

用プリンタで実行しますO専用紙に印刷する帳票はFatClient端末でのみ出力可能とし､印刷

時はダイアログを出力し､職員に用紙のセットを促します｡

0 印jl可 x 印SI不可 一 印BI本来対JL外

図2-13 配信リスト出力管理の利用イメージ
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(9)認証･認可

第 Ⅰ期開発においては､ユーザ認証(情報管理)機能を強化することにより､現行に

おける一般業務用操作カード(1番カード)が不要となりますO

さらに､第Ⅱ期開発においては､未決裁の決議書を入力することによる不正受給を防

止する観点から､署長が決議を行う際は､新たに発行する｢特別カード(仮称)｣をカード

リーダに挿入した状態で､第II期本番稼働より決議書等に印字されるバーコードを､

バーコードリーダによりスキャンすることで､署長による決裁が完了したことをシステムに

認識させる機能を追加します｡システムが署長決裁の完了を認識していない決議書に

ついては､未決裁とみなし､決議入力をできないようにすることで､不正受給のさらなる

防止を図ります｡

請求書 FatCllent端末 決議書A

図2-14 特別カード(仮称)を利用することによる不正受給防止イメージ
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(10)新規システム化業務

これまでシステム管理対象外となっており､現行においては手作業により紙媒体等で管

理されていた業務のシステム化を図ります｡

以下に､システム化される主要な業務とその機能を示します｡

ア 特別加入

次期基準労災システムでは､現行労災システムにおいてシステム化されていない｢特別

加入業務｣をシステム化することにより､以下の機能の実現を検討していますD

･申請書等のOCR帳票化による入力支援

･特別加入者情報の管理及び検索

･通知書の作成支援

イ 第三者行為災害における求償

次期基準労災システムでは､｢第三者行為災害｣における求償に係る業務を新たにシス

テム化し､主に以下の機能の実現を検討していますo

･第一当事者､第二当事者等から提出された資料や､問い合わせ､回答状況等の管理

･第二当事者に求償すべき債権額の計算 ･

･第二当事者等から第一当事者に補償されている場合の各給付の支給調整額計算

･第二当事者等-の求償と債権管理

り 義肢等の支給

次期基準労災システムでは､現行労災システムにおいてシステム化されていない｢義肢

等の支給｣に係る業務をシステム化することにより､以下の機能の実現を検討しています｡

･義肢採型指導医情報､義肢製作者情報の管理

･義肢の支給の申請､費用請求､支払､社会復帰促進等事業原簿管理及び債権管理
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エ 統計調査報告

次期基準労災システムでは､現行労災システムにおいてシステム化されていない｢統計

調査報告｣をシステム化することにより､以下の機能の実現を検討しています｡

･監督署及び労働局において､｢労働基準局報告例規｣等の報告書を次期基準労災

システム上の画面から登録､修正及び労働局､本省にそれぞれ報告する機能

･本省及び労働局から管轄する労働局及び監督署の報告書を参照､修正､印刷及

びファイル出力する機能

･集計可能な報告書については､本省又は労働局から管轄する労働局及び監督署

が登録した報告書の値を集計し､その結果を参照､修正､印刷及びファイル出力

する機能
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用語集
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3用語集

索引 用語 説明

C CSV CommaSeparatedValues

データをカンマ(ノ′,〟)で区切って並べたファイル形式○

F FatClient アプリケーションの実行環境を搭載し､サーバのもつ資源を利用するコ

ンビュータ○
次期基準労災システムでは､現行労災システムのOCR端末及び現行

基準システムのOClR端末の後継機にあたりますO

H HOST オンラインシステムやパソコン通信におけるホストコンピュータのことoョ

ンビュータの端末機からの要求をホスト側で処理して､処理結果を端末

機に返しますO

HOST-E 現行労災システムで使用されているHOSTO

T ThinClient クライアントのハードディスクに業務に必要なアプリケーションやファイル

を保存せず､アプリケーション等のデータはサーバ側に保存する仕組

み○若しくは､これを実現するための最低限の機能を搭載したクライアン

トPCo実現方式としては､画面転送型､ネットワークブート型､ブレード

PC型などの様々な方式がありますo最近では､情報漏洩が社会問題と

なり､データがクライアントに保存できないという点から再び注目が集

まっていますo

次期基準労災システムでは､現行基準システムのHT2端末の後継機に

あたりますC

し 職員ポータル 第 Ⅰ期開発で稼動する機能○

各種業務アプリケーションの起動や各種新着情報の閲覧を一元的に行

うことが可能な､業務遂行の｢入り口｣となる画面o様々な機能を持つ複

数の画面(ポートレット)により構成されますoThinClient端末及びFat

client端末にログインすると自動的に表示されますo

と ドロップアウトカ 帳票上に予め印刷若しくは印字されている画像の色のうち､人間の目

ラー には見えるが､イメージスキャナ等で読み取った時に､画像として現れ
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